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商法における計算思考の変遷（1)
－資本維持原則の修正一
1 .純財産の保全
2.過大評価の禁止
3.損益計算思考の部分的導入
(1) 表示資本
山崎佳夫
(2) 資産の評価（a）流動資産（以上本号） ( b）固定資産
(3) 擬制項目（a）繰延資産（b）引当金
1. 純財産の保全
わが国商法の計算規定は，その社会的立場を一貫して債権者の保護に求めて
きた。このことは，商法典の起源とされるフランス商業条令（1673年）以来，
大陸系商法の計算規定のうちに流れる伝統的な立場でもある。
わが国商法は，明治23年4月成立公布された。商法において，債権者保護の
ための計算思考は，原初的には，財産目録によって，個々の財産がもっ債権担
保力を表示するといっ形式から出発した。
商法32条2項（明治23年）
「財産目録及ヒ貸借対照表ヲ作ルニハ総テノ商品，債権及ヒ其他総テノ財産ニ
当時ノ相場又ハ市場価値ヲ附ス 排償ヲ得ルコトノ確ナラサル債権ニ付テハ其
ノ推知シ得ヘキ損失額ヲナ日除シテ之ヲ記載シ又到底損失ニ帰ス可キ債権ハ全ク
之ヲ記載セス」
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上記の商法は，明治24年1月1日施行と決してからも，その実施は延期を繰
り返し，ょうやく明治31年7月1日施行とみるまに，明治32年，商法の大改正
が行なわれ， 6月16日施行となった。
26条2項（明治32年）
「財産目録ニハ動産，不動産，債権其ノ他ノ財産ニ其目録調整ノ時ニ於ケル価
格ヲ附スルコトヲ要ス」
そこでは財産目録による財産状態の真実表示が，債権者の利益を保護するた
めの基本的な課題として考えられている。したがってその場合における財産評
価は，担保性のない部分を排除し，できるかぎり正しく個々の財産のもつ価値
ないし担保力を表示するため，処分価格基準によって行なわれた。資産は負債
の支払財源として考えられたので，一定の金銭的価値あるいは財産的価値をも
つことが必須の条件となる。もともと，信託基金論（TrustFund D octorine) 
における財産の拘束もまた上述のような基盤に立っていたものと思われる。
このように債権者保護に役立つものは，終局的には，個々の財産のもつ担保
力であることは事実であるとしても，正しい意味で担保力保全のために重要な
ことは，個々の財産それ自体の保持ではなくして，資産・負債の差額としての
純財産（netassets ），つまり正味身代（networth ）の維持でなければならな
い。財産目録によって個々の財産のもつ担保力を表示することの意義を認める
としても，個々の財産は営業活動によって変動するのが常であるから，会計的
な方法で可能な財産の維持・保全は，純財産額の維持・保全以外にはないので
ある。それは貸借対照表において，資産・負債と，それらの差額として保持さ
れる純財産（正味資本）を計算表示することによって果される。純財産として
の正味資本は，具体的な会社財産の変動に伴って変動する。実財産主義のもと
では，財産目録にもとづいて貸借対照表が作成される。黒沢教授によれば，財
産目録に記載された資産と，負債および純財産を対照表示し，同時に資本有高
の増加分としての利益を明らかにするのが貸借対照表の役割であるとされる。
かくして個々の財産のもつ担保力表示（財産状態の表示）に重点をおいた初
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期の考え方から，純財産の計算表示（正味資本額の保全）に重点をおく，思考へ
の発展がみられる。会計的にみて債権者保護に必要なことは，消極的に，財産
を担保力の表現として静的に把える見地から脱皮して，積極的に，債権の担保
力を保全しようとする動的立場において財産を把えることである。
きて，商法において債権者保護のために採択されている資本維持原則は，以
上の意味における純財産保全の原則に相応するといえるであろうか。
「会社資本の主要な目的は，債権者に対する財務責任の基礎として，また株
主の人的責任の代償として，資産と負債の等価値あるいは裸の支払能力（bare
solvency）を超える純財産の余裕（amargin of net assets）を企業内に維持
することである。…法は，債権者保護のために負債をこえる資産価値にある余
裕（somemargin）を設定・拠出・維持するよう規定してきた。」
株式会社法上の資本は，上記正味資本同様，抽象的ではあるが，それは加え
て形式的・固定的な概念である。法定資本は，具体的な会社財産の増減変化と
関係がなしまた損益によっても影響されない。それは払込資本の額（出資額）
を基準とするが，必ずしもそれとも等しくない。資本は厳格な手続を経なけれ
ば減少しないという意味において，不変の数額である（資本不変の原則Grun-
dsatz der Bestiindigkeit des Grundkapital. ）。商法にいう資本維持原則は，
かかる資本の額に相当する純財産の維持保全を要求する原則ということになる。
法定資本が純財産額自体ではなく，会社の保有すべき純財産の基準額を意味す
ることは注意されるべきである。さらに商法は，会社の財務的基礎を強固なら
しめるため，資本の4分の1に達するまで法定準備金の積立てを強制して純財
産保全の枠を高めている。その政策的意義は，法定資本のそれと相通ずるもの
がある。
財産法において，利益は純財産の増加分として算定される。それは，一定の
時点ごとに，企業の資産総額と負債総額との差額である純財産額の増加分とし
て計算される。それは期首貸借対照表と期末貸借対照表との比較による，期首
純財産に対する期末純財産の増加として把握される。そこで算定される利益の
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特徴は，現存する企業財産の棚卸評価（処分時価基準）による具体性と確実性
にある。このようにして客観的に確認された利益には，時点的利益という概念
が与えられる。かくして処分の対象となる利益は，期首純財産の純増加分とし
て確定されたものにかぎられるから，それらが全部配当に充当されても，期首
純財産額は少しも侵蝕されるものではない。
商法はこのような財産法に則しながら，資本および法定準備金の額に相当す
る期末純財財産の維持確保を保証するものとして，利益概念すなわち配当可能
利益を打ち出している。しかし，かかる資本維持原則にもとづく配当可能利益
が，発生原則・実現原則にもとづく期間利益と本質的に異なることはしEうまで
もない。
219条 1項（明治23年）
「利益又ハ配当金ハ損失ニ因リテ減シタル資本ヲ填補シ及ビ規定ノ準備金ヲ拘
取シタル後ニ非サレハ之ヲ分配スルコトヲ得ス」
195条1項（明治32年）
「会社ハ損失ヲ填補シ且前条第 1項ニ定メタル準備金ヲ控除シタル後ニ非サレ
ハ利益ノ配当ヲ為スコトヲ得ス」
商法は，消極的に，以上のような純財産の維持・保全を通して利益を算定す
るという方式をとることによって，債権者保護の目的を達成しようとした。か
くして株式会社は，資本および法定準備金に相当する財産額を維持しなければ
ならず，配当可能利益の算定に当っては，これらを純財産から控除しなければ
ならない。ここにみられる資本の純財産拘束機能および配当規整機能は，財産
法の思考によって支えられた。
純財産額の算定に直接関係をもっ評価基準である商法26条2項は，つぎのよ
うに改正された。ここにはじめて法文上時価以下主義の基準が確立され，この
評価思考は，そのまま34条l項（昭和13年）に引き継がれた。
「財産目録ニハ動産，不動産，債権其他ノ財産ニ価額ヲ附シテ之ヲ記載スルコ
トヲ要ス其価額ハ財産目録調製ノ時ニ於ケル価格ヲ超ニルコトヲ得ス」（明治
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44年改正法律73号）
「価額」は 1人の商人が個々の財産に付するものであり， 「↑面格」は客観的
な市価を意味するものとして区別される。これによって商法は，財産評価に際
して是認されうる最高の限度を指示し，その限度以上の評価を禁止しようとし
たのである。
注（1) 本稿は，故山下勝治「貸借対照表論一貸借対照表法の近代化一」に負うところが少
くない。
フランス商業条令（Ordonnance de Commerce 1673）は2年毎に，フランス商事
法典（Codede Commerce 1807）は 1か年毎に，すべての商人に対し財産一覧表
の備付け義務を規定した。 ドイツ商法典（DasAllgemeine Handelsgesetzbuch 1794, 
1861）にもみられるごとしこうした債権者保護に関する規定は，その後ヨーロッパ
諸国の商法に導入された。
(2) 「商法は，本来の財産概念を，債権者保護のための資本維持と株主保護のための配
当計算という観点から把える。したがって，財産の本質は，担保力ないし換価力をも
った『財産権』ないし『交換価値』（時価）として理解される」（「、注釈会社法」（6)76頁，
西山忠範執筆）
「商法第26条第1項（現行法33条l項， 2項）に於て商人又は会社に対し定時に財産
目録を調製するの義務あることを規定したるは他人をして其時に於ける資産の情態を
知悉せしむるの趣旨に外ならず。故に其第2項（現行法34条1項）に於て其目録調製
の時に於ける価格を附することを要すと定めたるは，転換を目的とせざる財産なると
否とを聞はず客観的の価格即ち其際に於ける交換価格を附すべきことを指すものとな
ること，法文上明かなるのみならず，財産目録の調製を命じたる律意に照し牽も疑を
容るべき余地なきものとす」（大審院明治35年5月14日判決，民事判決録8.5.55)
(3) 信託基金論の思考は， U.S.巡回裁判所における Story判決に遡ることができる。（Wood
v.Dummer, 3Mason 308Fed.Cas.No.17,944, 1824）拙著「財務会計研究」第2章「資
本概念と株主持分管理」参照
(4) 黒沢清「商法の改正と会計原則」産業経理22巻3号「実財産主義とは，貸借対照表
に資産として記載されるものは，法的に所有権によって支えられている物的財貨，債
権および法律上権利として認められている工業所有権，利用権その他の特権に限り，
貸借対照表に負債として記載されるものは，法律上の債務（条件付債務または不確定
債務をふくむ）に限るいとう貸借対照表能力論に基礎をおく計理思想、を意味する。」
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（向上） いわゆる近代会計学以前の会計理論は，正に貸借対照表論であり，その主要な
内容は，資産評価論と資産能力論であったといえよう。
(5) H.W.Ballantine, On Corporation 1927, 1946 P.570 
(6) 「会社の純資産額が名目資本より少なくなった場合，…資本減少の手続により名目
資本を切上げ…ることは，名目資本を実質資本に合致せしめんとする趣旨にほかなら
ない。これに対応して会社の純資産額が名目資本の額をいちじるしくこえた場合には，
名目資本を増加してこれを実質資本と一致せしめるか，またはこれに接近させる措置
いもまた考慮してしかるべきである。」（「大住達雄「株式会社会計の法的考察」 44頁）
(7) 219条2項（明治23年）
「準備金カ資本ノ 4分ノ lニ達スルマテノ、毎年ノ利益ノ少ナクトモ20分ノ lヲ準備金
トシテ積置クコトヲ要ス」
194条（明治132年）
「会社ハ其資本ノ4分ノlニ達スルマテノ、利益ヲ配当スル毎ニ準備金トシテ其利益ノ20
分ノ l以上ヲ積立ツルコトヲ要ス
額面以上ノ価額ヲ以テ株式ヲ発行シタルトキハ其額面ヲ超ユル金額ハ前項ノ額二達
スルマテ之ヲ準備金ニ組入ルコトヲ要ス」
法定準備金制度は，フランス会社法（1867年）において始めて認められて以来， ドイ
ツ株式法，スイス債務法，イタリヤ民法等各国で採用されるようになった。
(8) 金額的には，「当期未処分利益剰余金」のほか，「その他の資本剰余金」「任i意積立金」
等も，配当可能利益に含まれることになった。
(9) 「注釈会社法」（6)65頁（久保欣哉執筆）
(10) 田中誠二外「会社会計法規詳解」 33頁
(1) 改正の直接的契機は，東京地方裁判所が東京株式取引所の商法違反事件において，
時価以下に財産を見積ったことを違法で、あると決定したことから，その硬直的解釈を
矯めんとしたことによるといわれる。
並木俊守教授によれば，財産目録主義，時価以下主義および法定資本金の財産拘束
機能が，株式会社会計規定の財産法理論に基づく構成の三本の支柱であるとされる（「改
正商法と計算規則解説」 6～ 7頁）。
2. 過大評価の禁止
債権者利益の保護を中心とする商法の計算思考は，資本等の額に相当する純
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財産を保全するための計算方式を確立する方向で発展してきた。貸借対照表に
おける財産評価は，一方においては，純財産保全を保証すべき財産を正しく算
定する問題として，他方においては，純財産増加分としての配当可能利益を正
確に算定する問題として，同時に解決されるべきものである。
一般的に言って，配当可能利益の確定には少くとも 2つの道が考えられる。
1つには，損益法にもとづいて現実に稼得された企業利益を算定する方式であ
り， 2つには，財産法にもとづいて純財産増加分としての利益のうちから，財
産の食込部分を排除する方式である。わが国の商法は，不完全で、はあるが後者
の道を選んていきた。
290条l項（昭和13年）
「会社ハ損失ヲ填補シ且第288条第1項ノ準備金ヲ控除シタル後ニ非ザレパ利益
ノ配当ヲ為スコトヲ得ズ、」
このように残留する財産の側から出発じ，そこで算定される純財産増加分の
うちに配当可能利益を求める立場においては，原則的に財産評価益を利益計算
から排除する（ときには秘密積立金の設定を認める）方法を確立することによ
って，財産保全ないし資本充実を達成することが考えられた。配当可能利益の
確実な算定方法が発見きれない段階では，利益のなかから財産保全を脅かす財
産評価益を排除する方向において，その課題を消極的に解決しようとしたので
ある。
34条1項（時価以下主義）は，財産評価に一定の限度を指示することによって，
財産評価益が配当可能利益のなかに混入するのを抑制し，消極的な方法で純財
産の保全を達成しようとした。それは，債権者利益が浸害される可能性を排除
する規定として，現実の価値額以上の評価を否定する。もし財産を時価以上に
評価すると，正味身代・正味資本がそれだけ増加し，それが利益を増加せLめ
る。そのことは，時価以上の財産評価益が利益として株主に配当きれる可能性
（蛸配当）を生ぜしめ，財産の保全（債権の担保力）を侵害するおそれをもたらす
のである。つまり，株主に分配すべき利益に時価をこえる未実現利益が含まれ
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ると，そのかぎり債権者の利益が害されるので，かかる未実現利益を排除する
ことが，財産評価規定導入の直接の意図である。時価以下主義は時価主義の一
種であり，それは低価主義的性格も併せもっている。
就中旧商法が流動資産の評価に対し時価以下主義を容認したのは，流動資産
には客観的な市価が存するばかりでなく，高度の換価性をもっところから，処分
時価まで、の評価益の計上に致命的な欠陥がないという認識に基づくのである。
とくに市場と直結している棚卸資産については，市価の変動を，保全されるべ
き純財産の算定に考慮することは一概に排斥できな氏。
しかし，流動資産について時価までの評価増を行なうと，その騰貴分だけ純
財産が膨らんで利益が増加し，その分が配当として流出するおそれのあること
は否定できない。また時価以下主義の規定は，企業財産の過大評価を禁止する
ために設けられたものであるから，逆に過小評価（秘密準備金の設定）は企業の
財産状態を堅実にし，債権者にむしろ有利で、あるとして是認された。いうまで
もなく秘密準備金は，会社財産を実価以下に評価したり，債務を実価以上に評
価した場合に生ずる。しかし，それは配当可能利益を減少させ，株主の利益配
当に与かる権利を害することになるので，公正妥当と認められる一定の限度（通
常含み資産といわれる程度）に限るべきであるとされた。無制限な評価減は，
簿外資産を認めることとなり，財産計算目的にも適合しないであろう。さらに
秘密積立金の設定は，保守主義的処理に通ずるかもしれないが，企業の資産お
よび損益を誤らしめ，窮極的に債権者・株主・企業の利害関係に不公平な結果
をもたらすのである。
285条（昭和13年）
「財産目録ニ記載スル営業用ノ固定資産ニ付テハ其ノ取得価額又ハ製作価額ヲ
超エル｛面額……ヲ附スルコトヲ得ズ」
旧商法は，株式会社における営業用の固定資産に限って，取得原価以上の評
価を禁止した（一般商人については時価までの評価益の計上が認められた〔34
条〕）。不完全ではあるが，財産評価益の利益混入を制限することによって，消
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極的な方法で純財産保全の目的を達成しようとしたのである。このような未実
現利益の排除は，利益処分による企業の基本財産の流出を防止し，その保持を
保証する道である。
この規定は，固定資産の時価評価が実行上極めて困難で、あるとともに，継続
企業における固定資産を評価することは無意味で、あるという認識に基づくもの
である。すなわち，固定資産は取得後市場から切断されるために，その正しい
評価が困難で、あるという実践的理由によるばかりでなく，実現の可能性のない
評価益の混入を防止しようとする考えに外ならない。固定資産の評価がもたら
す評価益（未実現利益）は，直接に純財産の大きさに影響し，利益計算をゆがめ
るものであって，そのことが一切の固定資産評価益を排除する考え方に導くの
である。そうすることが会社資本の充実をはかり，担保財産の保全を保証する
道であると考えられた。固定資産評価の立場を所有目的に求め，そこに取得原
価主義の論理的根拠をおく所以である。
34条2項（昭和13年）
「営業用ノ固定資産ニ付テハ前項ノ規定ニ拘ラズ其ノ取得価額又ハ製作価額ヨ
リ相当ノ減損額ヲ控除シタル価額ヲ附スルコトヲ得」
「減損額」は，企業会計上の減価償却費とは異なり，物そのものに即した評
価によって認識測定された。すなわち，期首の固定資産価額と期末の固定資産
価額との比較によって，「減損額」が測定された。実に商法上の減価償却は，取得
原価より減損額を控除して算出せられた現在価額を固定資産価額として表示す
ることを目的とする即物的評価方法であった。
285条の規定の表現には，減価償却の思考はみられないが，商法総則における
財産評価の一般原則のうちに上記の減損に関する規定があるから， 285条におけ
る固定資産評価の限度は，取得原価から減損額を控除したものであるとするの
が通説となっていた。しかし，つぎのように異った意見もあった。
「商法は財産評価の原則として時価主義を採用し，時価評価が債権者保護の唯一の方法で
あると主張する以上，株式会社に対しこれを除外する根拠はない。したがって株式会社の固
-237-
-78-
定資産評価には，時価主義と原価主義の選択を認めるけれども，時価主義を採用する場合に
は，時価がいかに高くなっても，取得価額または製作価額を超える評価は許されないものと
解するほかない。時価主義を固執しながら，固定資産の評価に対してのみ原価主義を強制す
ることは，論理のつじつまが合わないJ「その評価の最高限を取得価額または製作価額で抑
えたということは，無制限な時価評価が時としては企業を窮境に陥らせ，却って債権者の利
益を害する倶れのあることを懸念した結果によるものであるJ
上述の見解によれば，固定資産の評価についても処分時価をもってするのが
原則であり，34条2項は，営業用固定資産につき原価主義の選択的採用を許した
任意規定であるにすぎない。また285条は，株式会社における閤定資産の評価につ
いて時価主義を採用する場合には，取得価額または製作価額を最高限度として
抑制する特則であった。それにしても，「相当ノ減損額」の「控除」は任意で、あるか
ら，取得原価以下主義による評価は，利益操作の可能性をもっていたといえよう。
旧商法において，債権の担保力を保持するという意図から採択された評価思
考は，流動資産に関しては，処分時価までの評価利益の計上を許容するが，固
定資産に対しては取得原価以上の評価益を認めないということである。要する
に，旧商法は財産評価の最高限度を時価に求めたが，そのような評価方法の妥
当しない固定資産については，評価の限度を取得原価（あるいは減損額控除残
額）に求めたのである。そこに，処分価値をとる客観価値説（評価一元論）か
ら，財の所有目的に応じた主観価値説ないし営業価値説（評価二元論）への発展
の契機がみられるのである。
また昭和13年の商法改正（34条2項， 285条，286条，287条，291条）は，債権者
のための財産計算と株主のための損益計算との妥協による最初の調整的試みと
みることができょう。つまり，公開的株式会社の出現とともに，いわゆる「出資
と経営の分離」は，債権者を保護するばかりでなく，株主をも保護して相互の
利害の調整を図ることを必要とするにいたったからである。
注（1)288条（昭和13年）
「会社ハ其ノ資本ノ 4分ノ lニ達スル迄ハ毎決算期ノ利益ノ20分ノ l以上ヲ準備金ト
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シテ積立ツルコトヲ要ス
額面以上ノ価額ヲ以テ株式ヲ発行シタルトキハ其ノ額面ヲ超エル金額ヨリ発行ノ為
ニ必要ナル費用ヲ控除シタル金額ハ前項ノ額二達スル迄之ヲ準備金ニ組入ルルコトヲ
要ス」
1項の毎決算期の利益の意味については，繰越利益を含むかどうか，繰越損失を控
除するかどうか，また法人税控除前の利益をいうのか控除後の利益をさすのか等につ
いて説が分れていた。また 2項において，額面超過金は，準備金が法定資本のすに達
した後においては，配当可能利益として自由に処分することが認められた。法定資本
をこえる剰余金は一体的に把えられ，利益剰余金と資本剰余金とは未分化の状態にあ
ったといえよう。
(2) 株式会社の場合，取引所の相場のある短期保有の有価証券については，その決算期
前1か月の平均価格を越える価額を付することができないものとされた（285条後段）。
したがって，平均価格までの評価益の計上が許された。挺子入等による過大評価を禁
じたものであろう。なお旧企業会計原則・ BlS原則5B （時価主義）参照
(3) 阪本安一「改正商法における資産評価基準」会計83巻3号
(4) 増谷裕久「減価償却における『相当の償却』について」会計86巻5号
「本目当J という概念は，厳格な意味内容をもち，しかも客観的な表現であり，そこに
は合理性と適合性に対する強い要求があるものと考えられている（太田哲三「商法の
計算規定と税法」企業会計11巻9号）。
(5) 石井照久「商法」407頁，田中誠二外「前掲書」69頁，矢沢淳「企業会計法講義」40頁
(6) 大住達雄「資産の原価評価と債権者の利害」企業会計13巻13号，同旨：大隅健一郎
「会社法」中巻194頁，大住達雄「株式会社会計の法的考察」 180頁
(7) 主観価値（SubjektiverWert ）説の思考は， ドイツ商法1884年の改正に結実した
( E.Schmalenbach, Dyriam ische Bilanz 1938 A. N）。
わが国において営業価格（Gesch訂tswert）はつぎのように説かれた。Fこの説は理
論的には正しいとしても，営業価格が具体的に何を指すかつかみ難いので，通常は調
整価格または買入価格を標準としてよい」（竹田 省「商法総則」165頁，「営業価格は理論
上は製作価格を基礎とする評価を離れて別に存在すべきものであるが，実際上の評価
は困難で、あるから，通常慣行の評価方法に従った評価がある場合は，一応これをもっ
て適当な営業価格の表示があるものとみるべきである」（松本柔治「商法総論」304頁）
「第34条第2項は，営業価格説のあいまいな点を明白にし，その具体的評価方法を定
めたものと解しうる。」 （田中誠二外「前揚書」 35頁）
(8) 矢沢淳教授は，つとに継続企業（goingconcern）の見地からつぎのように述べられて
いる。「商法の中心とする企業会計法の目的は，財産計算よりも損益計算を重視し，し
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かもその損益計算が，債権者・株主の利益を考慮、した真正な収益力の算定のために行
われる適正なものであることを保障することでなければならない。」（「企業会計法講
義」 8頁）
3. 損益計算的思考の部分的導入
(I) 表示資本（ StatedCapital ) 
改正商法（昭和25年）上の資本も，原則として出資額（284条の2）を基礎とす
るが，無額面株式の導入は，かかる払込資本との実質的な結び、つきをも断ち切
るにいたった。いわゆる「資本と株式との相関的関連の切断」という現象がこ
れである。
① 無額面株式を発行しその発行価額の一部をもって払込剰余金を設定する場
合（284条の2,2項）。
② 転換株の転換の結果，株式数に変動が生ずる場合（222条の 2）。
③ 新株を発行しない準備金の資本組入，または新株発行を伴うが資本組入額
に照応するほどの株式数を発行しない準備金の資本組入の場合（293条の 3'
2項）。
④ 株式数も株金額もともに動かない単純な資本の減少，または株式数が減少
しでもその割合が資本金の減少割合に達しない場合（但し202条与項参照）。
⑤ 株式の利益消却（212条1項但し書）および償還株の償還（222条1項）の場合
表示資本に関するヒルズ、の定義も上の「切断」の関係を裏付けるものであろう。
「表示資本はドルもしくはドル価値における金額である。それは株式持分・資
産・負債・純財産を示すものではない。法定資本は，資産引出に先立つ条件と
して，あるいは株主のために，存続・維持されなければならない定額（quantum)
限度額（marginal amount）あるいは最小額（minimum amount）にすぎない。
その目的は債権者を株主から，株主を他の株主から保護することである。表示
資本額は法的手続による以外減ぜられてはならない。」 「表示資本は株式あるい
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は株式の種類を表わさず，またこれらと従属関係をもたない。…表示資本の金
額は，その各種の構成要素額を加算して計算されるが，その構成要素額は総額
の一部となって，総額に吸収（merge）される。表示資本は単一の総額である。」
かくして表示資本は株式資本ではなくなった。それは必ずしも社外株式の額
面金額・表示価格の総計と等しくなることを要しない。また法定資本の額は，
会社資産の増加を必ずしも伴うことなく増額されうるし，他方，それは，資産
の分配や減少なしに減少せしめられうる。いわんや払込資本とはほど遠いもの
である。それは剰余金あるいは資本金欠損が算定される基準を提供するにすぎ
ない。表示資本は直接計算することもできる独立の絶体額であり差額（residu-
um）ではないのである。このようにみてくると法定資本は，債権者保護のため
に，株主に対する配当を規制する基準（技術的手段）として作用するが，資本
の稼働がもたらす損益を算定する基準としては意味のうすいものとなった。法
定資本の概念が，高次の形式性を帯びるとともに利益概念もまたいちじるしく
形式的に構成されるようになった。表示資本の概念は，信託基金論の現代法的
翻訳であるといわれる。
法定資本とともに配当可能利益算定のための控除項目とされている法定準備
金は，アメリカ会社法の影響をうけて，利益準備金と資本準備金とに区別され
るにいたった（288条， 288条の2）。そこで旧法（288条2項）のように，株式額面
超過金が，あるときは法定準備金の財源とされ，あるときは財源から外された
りする不合理な点は是正された。 25年改正法が，資本準備金を利益準備金から
区別したのは，あらためてその資本的性格が認識されたものと考えられる。利
益準備金と資本準備金は，その本質を異にする。
注（1) G.S. Hills, Model Corporation Act, Harvard Law June 1935，同旨：
G.H.Newlove & Garner, Advanced Accounting 1951P.35, G. S. Hills, J. 
of A.vol.57, P.473 
(2) H.W.Ballantine, ibid, P.479 
(3) H.Buttim er, The Evolution of Stated Capital, A.R., Oct. 1962 
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法定資本概念の推移は，西山忠範教授によってつぎのように要約される。「前法律的，
前会計的に，具体的な財産額を意味した『資本』について，会計はこれを貸借対照表
貸方における『出資額』として抽象化し，法は，これに有限責任の代償として政策的
に，『債権者保護のための財産確保基準』を結びつけることによって，その可変性を奪
い，さらに資本と株式の関係の切断により「本質的な出資額』と『政策的な基準額』と
は切り離され，完全にノミナルな数額としての後者が，「株式会社法上の資本』の名を
独占することになった。」（「株式会社における資本と利益」 34頁）
(4) 西山忠範教授によれば，「資本準備金の制度は，法定資本と同じく実質資本に属する
にもかかわらず，これを分離することをみとめるのは，法が『企業の経営』と『株主
の利益』を考慮、して，とくにその取崩を法定資本よりも緩和し，これを法定資本との
聞の欠損填補をめぐる緩衡地帯（緩衡的持分bufferequity ）とすることに，そのレー
ゾン・デ一千ルを有するものとみなければならない」とされる（「前掲書」 123頁）。
昭和37年の改正により， 288条の2（資本準備金）の規定は整備された。すなわち， 3
号（財産評価益）を削除し， 5号（合併差益）に弾力的な処理を認めるにいたった。
(5) 反対説：木村重義外「会計学の基礎概念」 403頁
(2) 資産の評価
改正商法（昭和37年）も，290条において，配当可能利益は貸借対照表上の純資
産額が資本等を超過する額である旨を規定して 原則的に貸借対照表剰余金基
準を踏襲している。損益計算書を基調とする純利益基準あるいは利益剰余金基
準とは対照的に，それは誘導法にもとづく決算貸借対照表に，配当可能利益を
算定する原理的根拠を求めている。そこでは つとめて損益法の立場を取り入
れ，それによって生ずる矛盾は，財産法のなかで損益法の宇張を緩和するとい
う方法で，調和ないし妥協を図っているものと考えられる。西山教授は，この
ことをつぎのように述べている。
「現行法の成果主義的思考は，従来の財産主義的思考を完全に否定し去った上
で採用されたものではな 1く，4 むしろ財産主義的思考の基盤の上に，覆いかぶさ
るような形で導入されたものである。…したがって 現行法に底流ないし潜在
する財産主義的思考は，成果主義的思考によって覆いえない裂け目があれば，
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当然に表層に露出してくる。」
「矛盾」ないし「裂け目」のよって生ずる根源は，商法が資本維持原則を乗り
越ええない点にあると考える。つまり，商法に固有の債権者保護の思考は，伝
統的に財産計算原理をもって応えるべきものとされていることである。それに
しても改正商法の計算規定のなかには，決算貸借対照表法の近代化ないし貸借
対照表剰余金基準の損益法的進化が看取されるのである。このことは，財産法
的な会計処理の採用が禁止されたわけではなく，損益法的な会計処理を選択す
る途が大きく聞かれたことを意味する。
改正商法の計算規定においても貸借対照表から算出される配当可能限度額の
確実な算定と，純資産額の充実・保全に必要な考慮が払われている関係がみら
れる。そこでは，純資産の保全ないし資本充実のための方式が，極めて具体的
な形において展開されている。債権者保護のための純資産保全には，その前提
となる純資産額が適正に計算されることが必要で、あり，現行商法は，そのため
の必要条件を規定している。これらの計算規定における資産評価思考の特徴を
あげれば，つぎの通りである。
(1) 取得原価主義を採用して，評価益の計上と秘密積立金の設定を抑制してい
ること。
(2) 失われた財産価値の消去を強制していること。
(3) 価格下落による損失の計上を任意とし（低価主義），またある条件のもとで
それを強制していること。
注（1) 貸借対照表剰余金基準は，剰余金が存在する場合のみ配当の宣言を認める。この基
準のもとでは，株式資本は債権者保護のための「信託基金」（trust fund）を構成すると
解され，この基金は減ぜられてはならないとされる。純利益基準は，剰余金があって
も，当期の営業活動（current operations）による実現利益の存しない場合には，配当
の宣言をなすことはT、きないものとする（H. W. Babb & C.Martin, Business 
Law, 1961,P.291）。利益剰余金基準は，模範事業会社法（Model Business Corp-
oration Act 1957）によって，つぎのように表現される。
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Dividends may be declared and paid in cash or property only out of 
the unreserved and unrestricted earned surplus of the corporation, except 
as otherwise provided in this section ( See.40 (a), Model Business Corp-
oration Act 1966) 
(2）「注釈会社法」（6)77頁（西山忠範執筆）
(3) もっとも，田中誠二教授は「資本維持原則の意義につき通説のように資本額に相当
するだけの処分価値のある資産を会社に維持することを要する原則と解する代りに…
資本額に相当するだけの収益力のあるもの，すなわち将来費用に変りうるものを維持
することを要する原則と解すれば，損益法との調和は，遥かに容易となる」と述べて
おられる（「最新会社法論」485頁）。また「損益法理論における株式会社会計法の構造の
下での資本の維持を，動的貸借対照表に即して…法定資本相当額だけ将来費用に転化
して利益を生み出す力（エネルギー）が存在しなければならない」と表現きれる（「新株
式会社会計法」 43頁）。
(4) 秘密積立金の形成が禁止されるのは，①株主の利益保護のため，②年度決算を不明
瞭にしないため，③経理操作を禁ずるためである（「前掲書」241-242頁参照）。
(a）流動資産（285条ノ 2) 
「流動資産ニ付テハ其ノ取得価額又ハ製作価額ヲ附スルコトヲ要ス但シ時価方、
取得価額又ハ製作価額ヨリ著シク低キトキハ其ノ価格カゃ取得価額又ハ製作価額
迄回復スルト認メラルル場合ヲ除クノ外時価ヲ附スルコトヲ要ス
前項ノ規定ハ時価方、取得価額又ハ製作価額ヨリ低キトキハ時価ヲ附スルモノ
トスルコトヲ妨ゲ、ズ」
本条は， 34条（財産評価の原則）の一般原則に対して，株式会社について適用
される特則である。しかし，それは流動資産一般に適用されるという意味で流
動資産の評価原則を定めたものといえる。したがって，流動資産に属する金銭
債権，社債その他の債券および株式その他の出資の評価についての規定（285条
の4'285条の5'285条の6）は本条に対する特則となる。
流動資産の評価を，原則として取得価額または製作価額によることにしたの
は，時価が取得価額等より高い場合における評価益（未実現利益）の計上を禁
ずるためである。時価以下主義によれば，時価が取得原価等より高くなったと
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きは，時価による評価が許され評価益を計上してもよいことになる。評価益の
計上を認めることは，不確実な利益を配当可能利益に算入することとなり，債
権者の利益を害し，ヲ｜いては企業の財務的健全性を害することになる。これに
対し取得原価主義は，時価の騰貴がもたらす一切の未実現利益の計上を排除し，
配当可能利益を実現したものに限ることによって，会社の純財産の維持を保証
しようとするものである。
いうまでもなく原価主義は，成果計算ないし損益計算原理に不可欠の評価基
準である。そこでは資産は，「繰延費用」あるいは「支出未費用」と解釈され，
その費消はCOST（費用または原価）の配分であると理解きれる。改正商法（昭和
37年）が，資産の評価に取得原価主義を採用した意義は大きい。
1項但し書は，評価切下げを強制するものであるが，それは財産計算原理に
もとずくものであり，その目的が純資産の維持にあることは明らかである。そ
れは資本維持原則による会社債権者保護のために付加されたものであるといわ
れる。商法は，「積極的には，資産の評価替から由来する未実現評価利益が純財
産増加分としての配当可能利益に混入する可能性を極力排除すると共に，消極
的には，担保力喪失とみられる価格下落ないし減耗分を切り捨て， もって保持
さるべき純財産の充実を通して，債権者利益の保護を十全なものにしよう」と
したのである。
時価が取得価額または製作価額より著しく低く 当該資産の処分時までに価
格の回復が予想、できない場合には，必ず時価まで評価減することが必要となる。
この場合の時価は，回復可能性を問題とする以上，資産充実の見地から処分価
額（正味実現可能価額）がとられるであろう。また価格の回復が予想、できる場
合であっても，取得価額等まで回復することが予想されるのでなければ，原価
のままで据え置くことはできない。
流動資産について重要なことは，次期以降においてそれが販売される時にお
ける価格である。それによって損失の実現・未実現が判明するのであって，期
末時価の低落は一時的現象であり，必ずしも原価の回収不能を意味しない。そ
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こで，とらるべき処置は，流動資産の評価額を予想実現可能価額まで引き下げ
ることであって，期末時価まで引き下げることではない。したがって価格の回
復が予想される場合には，回復が予想、されるその価格で評価すればよいのであ
る。それが通常の営業過程において資金に転化する額を示すことにもなる。そ
れとも商法は，期末時価までヲ｜き下げなければ，純資産ないし資本の維持が達
成きれないと考えているのであろうか。現行商法は，秘密積立金の設定を抑制
しようとしているのではないのか。商法は，かかる流動資産について，なお期
末現在における換金価値の表示を要求するのであろうか。評価損が実現する時
点において，その期の配当可能利益を減ずる会計方式のもとにおいても，決し
て債権者の利益は害されるものではなれ。
「企業会計原則」では「棚卸資産の市場価格の下落がいちぢるししかっ回
復可能の見込がないと認められるときは，時価まで価額を引き下げなければな
らない。」 （貸借対照表原則 5A 1項但し書）とされている。そこでは，回収
の見込が零と認められる場合だけ時価までの切り下げが要求されるのである。
ニれに対し，「企業会計原則修正案」は，商法の規定に合わせている（向上）。
ところで時価が原価より著しく低い原因は問われないとされる。 1項但し書
は，財産計算の立場を表わすものとみられるからである。しかし，品質低下・
減耗・陳腐化・不適応化等の原因による流動資産への現実の価値喪失額は，す
でに実現した損失であるから，時価の低下が著しくない場合でも，評価切下げ
を行ない当該年度の配当可能利益を減額するのが適当ではなかろうか。債権者
の保護のために必要なことは，資本等の金額まで純資産を確保することであり
その維持を保証すべき配当可能利益の適正な計算を行なうことである。また会
計上，以上の品質低下等を原因とする価値喪失と一般価格水準の低下による評
価損とは， 厳に区別きれなければならないとされている。 後者は，その性格
においても，また実現の時点においても，全く異なっているからである。この
点，番場教授は，原価主義の評価規定として， 1項の純粋性を保つためには，
但し書の文言を修正し，損傷・陳腐化等価格変動以外の原因に基づく棚卸資産
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の評価切下げを要求する規定に改めることが望ましいとまで、述べてい2。
資産充実のために，商法は 2項で，低価主義の採用を許容した。しかも「時
価ヲ附スルモノトスノレ」とあるから，かかる基準の継続的適用が予定されてい
るものであろう。元来，低価主義は，債権者的要求にもとづく保守主義会計思
考の所産である。しかし，それは原価主義および時価主義に対立する第3の評
価基準として存在する。
会計上，低価主義評価基準は，財産計算目的をもって採用される場合と，損
益計算目的をもって採用きれる場合とに分けることができる。有効な残存原価
(residual cost ）の概念は，低価主義を原価主義に属する評価基準の一種とし
てとらえようとする。そこでは，値下り損失を差しヲ｜いた後に残存する原価が，
時価を反映する。この場合，時価には基本的に再調達価額が採用される。
問題は， 1項但し書によって評価切下げ（実現損失）を行った場合，あるいは
低価主義を適用して評価減（未実現損失）をした場合，その後の年度末において
当該資産の時価の回復があったときの処理についてである。後者の場合，それ
は「切放し低価主義」もしくは「洗い替え低価主義」 （戻り低価主義）の選択
と関連する。切放し低価主義は，時価の低落によって有用性ないし回収可能性
を喪った原価部分を，その喪失が認められた時期の損失とする趣旨である。
商法は，取得価額をこえる時価で評価することを禁止しているが，評価滅後
の価額をその後の取得価額とはみていないよつである。しかし，かかる場合に
おいても，評価の切上げを認めることは，たとい取得原価を限度としても，未
実現の評価益の計上を許すこととなる。また残存原価の見地からすれば，この
ような評価増を行なうことは，資産の原価を期間費用として二重に配分する結
果となって妥当性を欠くとされる。
しかし， l項但し書が商法の財産計算的論理のあらわれであり，また2項の
低価主義が財産計算の理念と合致するとすれば，原始原価の枠内で新しい時価
を適用して評価益を計上することも認められよう。未実現利益の計上を認める
るのは好ましくないからといって 逆に秘密積立金の存在を認めることもまた
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好ましくないであろう。
以上にみられるごとし現行商法において，成果計算的思考の導入は不完全
なものであって，その根底には，なお財産計算的思考ないし純財産維持思考が
厳存していることを見逃すことはできない。285条の2の規定はかかる好例の1
つである。
注（2) 田中誠二「最新会社法論」 507頁大住達雄「商法の計算理論」 99頁，味村治外「株
式会社の計算」 8頁
(2) 山下勝治「債権者保護の会計思考批判」会計79巻 1号
(3) 回復の見込については，客観的に相当な理由のあることを要し，通常の経済人が，
価格低落の原因，需給の見通し等諸般の事情を考慮、して認め得る場合であるとされる
（味村治外「前掲書」 9頁）。
(4) 大住達雄「前掲書」 100頁，味村治外「前掲書」 8頁，再調達価格主義を原則とする
田中誠二教授によれば，同一条文の1項但し書と 2項とで「時価」を別な意義に解す
ることは，なるべくさけるべきであるとされる（「前掲書」511頁）また山村忠平教授も
「継続企業を前提として，損益計算を重視する考え方の下においては」再調達価格が
適当であるとされる（「商法改正要綱の資産評価規定について」産業経理20巻12号）。
しかし 2項は，会計慣行である低価主義を採用したものであるから，再調達価額また
は処分価額のいずれでも差しっかえないと解する。
(5) 渡辺進「流動資産の評価について」企業会計14巻4号
(6）計理体系委員会「『商法改正要綱法務省民事局私案』に対する意見書」原価から著しく
低くない程度まで回復する見込みがあれば，時価を付す必要はないと解する立場があ
る（田中誠二・久保欣哉「前掲書」 139頁）。
(7）時価が取得原価より著しく下落した場合の評価損は，原則として，営業外費用また
は特別損失として表示しなければならない〔注解修正案10(2）〕。
(8) 通説によれば，ここに「著しい」とは慣行・社会通念による。別言すれば経済人と
しての健全な良識によって決せられると（田中誠二・久保欣哉 F前掲書」 138頁）。
(9) 計理体系委員会「前掲意見書」
(10) 番場嘉一郎「流動資産評価勘定の批判」会計81巻 5号，黒沢清教授によれば，「但し
書は，時価主義を意味するものではなくて，回収不可能の原価の部分を損失として，
取得原価から控除し，原価を帳簿上修正することを意味し，原価主義の建前を崩した
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ものではないと解釈すべきである」とされた（「改正商法における資産評価の継続性」
会計81巻 5号）。
(1) 田中誠二「前掲書」487頁，継続性原則の具現例として，ほかに285条の3①がある（田中
誠二・久保欣哉「前掲書」48頁）。否定説：味村治「商法改正要綱案全文およびその解説」
産業経理22巻3号，上田明信「商法における資産の評価と継続性の原則」企業会計14巻
8号，しかし，会計上継続性（consistency,Kontinui凶t）の意味するところは必ずし
も単純ではない（田島四郎「企業理論における「継続法』の諸問題」企業会計14巻8
号）。なお法人税法基本通達旧 179, 商法計算規則3条参照
(12) 反対意見としてJ会計原則上にみられる低価主義は，原価，時価という評価主義と
並列して存在する独立の評価基準ではなし取得原価主義に対して是認される唯一の
例外である」と（山下勝治「低価主義強制論の批判」産業経理21巻5号）。
(13) 拙著「財務会計研究」第9章低価主義批判の変遷， ARBNo.43参照
低価主義を適用する場合における時価としては，連続意見書第4，法人税法施行規
則28条l項，基本通達5-2 -12～15参照
再調達価額をとる立場は，それが下落すれば，販売価額もまた下落するであろうと
の推定を根拠とする。販売価額基準で時価を考えるものは短期的な観点に立って回収
可能の原価を考えているのであり，再調達価額基準で時価を考えるものはやや長期的
な観点に立って回収可能の原価を考えているものといえる（渡辺進「低価主義の意義」
企業会計12巻15号）。
(14) 反対説：田中誠二・久保欣哉「前掲書」 141頁
（！日 阪本安一「改正商法における資産評価基準」会計83巻3号，この点，連続意見書第
4によれば，「時価の反騰に応じて，前期以前に期間費用に配分された棚却資産の一部
又は全部を当期の収益に繰り戻す結果を生ずるが，低価基準をささえる保守主義の思
考からすれば，時価の反騰を度外視する方法による低価法の方が妥当と考えられる」と。
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